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１．はじめに 
 
 本稿では、アメリカの公共図書館（以下「図書館」と記す）における「図
書館委員会（board of trustees, library board）」が、図書館運営のどのよう
な意思決定を行っているか、その具体的な状況の一端を明らかにする。 
図書館委員会とは、市町村や郡、あるいは、図書館行政のために設置され
た課税権のある図書館区（library district）などの地方公共団体が、それぞ
れの州法の規定にもとづいて設置した、図書館運営を担う組織体である。個々
の自治体における図書館の最高意思決定機関であるとも説明される 1) 2)。税
の徴収を伴う図書館区の場合には、それが設置されてから一定期間内に図書
館委員会を設置しなければならないと各州の州法で定めている。一方で、一
般財源により図書館が運営される場合には、地方行政の統治機関（行政組織
や議会）が運営の意思決定を担うこともできる 3)。 
 図書館委員会の権限は、図書館運営の基本方針、図書館長の人事、職員の
採用指針や俸給表、図書館建物の新増築・改築、起債を含む財政等であり、
これらについて判断や意思決定を行う。また、図書館長に委ねられた日常的
な図書館業務を監視する役割もあるとされる。それらの権限を担う委員は、
当該地方公共団体の統治機関によって任命されるか、もしくは選挙によって
選ばれ、原則無給であるとされる 2)。委員の属性について山本は、“ベテラン
のライブラリアン”、“功成り名を遂げた当該コミュニティの名望家”、“地元
財界人や法律家などの専門職業人”、図書館友の会のメンバー等を挙げるとと
もに、“一定程度女性を加えようとしたり、職業構成や人種的配慮がなされた
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り、マイノリティを意識的に選ぶことなどもある”とする。定数や任期は州
によって多様である。 
 図書館委員会は、19 世紀のアメリカにおいて普及した、“専門的行政職員
が実施する行政活動を市民の代表が監視するという素人統制（layman 
control）の思想”のもとに今日まで存続する、いわゆる「行政委員会」の一
つであるとされる 4)。わが国の 1946 年から始まる図書館法制定過程におい
て、1947 年半ば頃までは「館長の任免、予算の決定、其他重要なる事項」に
関する権限を有する、公選委員により構成された「図書館委員会」の構想が
出されていたことは良く知られるところである。この構想は後に、社会教育
法との整合性等の理由から、図書館長の諮問に応じ、図書館奉仕について館
長に対して意見を述べる「図書館協議会」（図書館法第 14～16 条）の規定と
なった。当初の「図書館委員会」の構想に対して「図書館協議会」は、“住民
自治、参加の原理からすると、当初の構想からよほど後退したことは否めな
い”5)［p.158］と指摘されるが、多様な出身母体から構成された委員が、実質的
な協議を公開の場で定例的に行うなど、法律に基づく図書館運営への住民参
加制度として有効に機能させることが望ましい 5) 6)。 
以上を踏まえ、本稿では図書館委員会を、図書館運営における住民参加論
の一環として論考する。わが国の図書館法では制度化されなかったアメリカ
の「図書館委員会」に着目する理由は、図書館運営のあり方を追究するうえ
で枠組みとされる行政学（地方自治論）の住民参加論にある。 
行政学における住民参加の議論では、シェリー・アーンスタイン（S. R. 
Arnstein）が各参加形態の住民関与のレベルを梯子（ladder）に例えて説明
した「市民参加の８階梯（ladder of citizen participation）」が、しばしば言
及される（図１参照）。梯子の１段目は世論操作（Manipulation）とされる。
この段階は、行政が指名した住民を委員とする行政主導の審議会がとりあえ
ず設置されるなど、行政によるいわゆる「アリバイ作り」の状況が該当する。
２段目はセラピー・緊張緩和（Therapy）であり、住民は行政に対する不満
を吐き出すことで不満が癒され、いわゆる「ガス抜き」をされる段階である。
アーンスタインは、これらの段階を「非参加（Nonparticipation）」の状態と
する。３段目は「情報提供（Informing）」であり、住民が行政から一方的に
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情報を与えられる段階である。４段目の「相談（Consultation）」は、住民が
行政から表面的に意見を聴かれる段階である。行政の関心は、例えば「意見
聴取に何人が回答したか」という点にあり、住民の意見やアイディアが考慮
される保障はない。５段目の宥和策（Placation）は、行政が住民に歩み寄ろ
うとして、形式的に参加の機会を増やしたり、住民公募による委員を審議会
の一員とすることなどの状況が該当する。これらの３段階は、住民がある程
度の影響力を及ぼしうる段階に入っているとして、「形式的参加の段階
（Degree of Tokenism）」とされる。６段目の「パートナーシップ
（Partnership）」になると、住民と行政による様々な力が分有され、情報の
共有化がなされ、あるいは、政策決定に住民が参加する段階となる。さらに
７段目の「権限委譲（Delegated Power）」では、住民が行政評価指標や成果
目標を設定するなど、住民に決定権限が委譲される。そして最上段である８
段目の「市民コントロール（Citizen Control）」は、住民が設定した行政評
価指標にもとづいて住民自身が評価を実施するような、住民による自主管理
の状況が該当する。６段目以降の上位３段階については、「市民権力の段階
（Degree of Citizen Power）」とされる 7)。 
榊原はこの階梯を、実質的な権限委譲の程度による“参加の評価基準”で
あるとし、“梯子の上位ほど高度の住民参加類型”であると説明する。そして、
わが国においては比較的新しいパブリック・コメントのような住民参加制度
も、その評価は必ずしも高くないこと、また、説明責任を果たすための行政
による情報提供もかなり下位に位置づけられるにすぎないと指摘する 8)。早
田はこれを“参加の段階を観察する理論であると同時に、この階梯を段階的
に市民がステップアップする「べき」ものと考えられ”ており、“市民自身が
政策を自主的にコントロールすること”を最終的な理想として“統治権の奪
取を段階的にめざす”ものであるとする 9)［p.211］。 
アーンスタインによる８階梯が発表されて以降、これを参考としたモデル
が様々に提示されている 9)。例えば、D. バーンズ（Danny Burns）らは「市
民エンパワーメントの階段（ladder of citizen empowerment）」として、1）
市民への欺き（Civic hype）、2）形式だけの協議（Cynical consultation）、3）
乏しい情報（Poor information）、 4）顧客ケア（Information customer care）、
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5）質の高い情報提供（Consultation high quality）、6）真の協議（Advisory 
bodies genuine）、7）実効的な諮問機関（Decision-making effective）、8）政策
決定権の限定的分権化（Limited decentralized）、9）パートナーシップ（Control 
partnership）、10）統制権の委譲（Control delegated）、11）信任型統制（Control 
entrusted）、12）独立的統制（Interdependent）、という 12 段階のモデルを示
した。このうち４段目までは「市民非参加（Citizen nonparticipation）」、５～
10 段目までを「市民参加（Citizen participation）」、そして最上段の 11～12 段
目を「市民統制（Citizen control）」としている 10) 11) 12)（図 2 参照）。 
わが国でも田村は、住民の参加の度合いに応じた、①関心、②知識、③意
見提出、④意見と応答、⑤審議（あらかじめ提出された案の検討）、⑥討議（市
民同士の討論）、⑦市民立案、⑧市民運営、⑨市民実行、の９段階を示し、初
めは政府の施策や行動について関心をもち情報を得る程度だが、次第に意識
を高め、より高次の次元になり、市民が責任をもって政策を決定し、それを
自主的に実行していく段階に進むと説明する 13)。佐藤は住民の関与度の違い 
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から、①行政主導型の市民参加（市民の意見を聞くものの、基本的に行政が
決定する）、②協働（市民と行政がともに考え、ともに行動する）、③自治（行
政の関与度は最も低く、住民主導である）という３段階を示す（市民参加の
エレベータ・モデル）。そして、①についてはアンケート（市民意識調査等）、
パブリック・コメント、公募による審議会委員の登用など、②は市民会議に
よる条例や計画づくり、③は市民立法、コミュニティ組織への権限委譲、な
 
図２ 市民エンパワーメントの階段 10) 11) 12) 
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どの実践がそれぞれ相当するとしている 14)（図 3 参照）。 
図書館運営に関する住民参加は、図書館協議会の委員の住民公募、利用者
に対するアンケート調査、計画等に関するパブリック・コメントや市民満足
度調査、市民会議など、近年では決して珍しいことではない。ただしアーン
スタイン等による上述の住民参加の階梯論に照らしてみると、これらの実践
は行政が最終的な決定権限を有する「形式的参加の段階」や「行政主導型の
市民参加」に留まるものといえる。一方で、図書館運営において最高意思決
定機関とされるアメリカの図書館委員会は、意思決定において住民が大きく
関与する、あるいは、大きな権限を有するという点において、より上位の段
階（「市民権力の段階」「市民統制」「自治」）に位置づけられる組織であると
いえる。従って、図書館運営に関する意思決定権限を有する住民組織の実際
の状況を明らかにすることは、わが国の図書館運営における住民参加の今後
の展開を検討するうえで、有意義な示唆を得られるものと考える。 
 
図３ 市民参加のエレベータ・モデル 14) 
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２．調査方法 
 
本稿では、各図書館の図書館委員会が 2000 年以降に意思決定をした内容
について、図書館関連雑誌に掲載された記事にもとづいて把握する。具体的
には、まず、2000 年から 2015 年 11 月までの図書館委員会に関する記事を
収集するために、EBSCOhost の Academic Search Premier により、検索式
を（public library or public libraries）AND board of trustees とし、出版時
期を2000年以降に限定した文献検索を行った。次に、検索された78件から、
図書館運営による意思決定の内容が示されていない記事（例えば、選出され
た新委員長の経歴、州知事と議会が図書館委員会の委員の解雇に関する権限
を市長と区長に与えたこと、図書館委員会の前委員によるフィルタリングソ
フトの調査、図書館委員にとって有用な Web サイトの紹介などの記事や、投
書欄の記事、学術論文など）を対象外とした。さらに、国立国会図書館の
Web サイト「カレントアウェアネスポータル」から発信された「図書館委員
会」に関する情報も対象とした。このように収集し取捨選択した 40 件の記
事について、意思決定のテーマ（何についての決定か）により分類した。対
象とした記事の書誌事項を「付表１ 調査対象記事」に示す。 
 
３．調査結果 
 
 調査対象とした雑誌記事を分類した結果、図書館委員会は（1）図書館長
の人事、（2）財政、（3）図書館計画、（4）資料提供の自由、（5）利用者の問
題行動への対応、についての意思決定をしている状況が明らかになった。以
下、順にその概要を示す。なお、参照した記事の出典については、付表１の
「出典番号」を［ ］内に示した。 
 
（１）図書館長の人事 
 Dundee Township 公共図書館（イリノイ州）では、新任の図書館長とし
て州内の大学院（図書館情報学）の Assistant Dean を指名し［1］、New 
Orleans 公共図書館（ニューオリンズ州）では図書館長の公募を開始する［2］
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など、先に示した通り、図書館委員会の権限の一つに図書館長の人事がある。
Knox County 公共図書館システム（テネシー州）では、館長の退職にともな
う「暫定的な」新図書館長として、長期間にわたり図書館委員会の委員であ
り、前委員長でもあった人物を指名したことについて、多くの住民から非難
の声が上がり、州の図書館協会等からは全国公募をするべきであるとの意見
が出された［3］［4］。Berkeley 公共図書館（カリフォルニア州）では、辞職
した図書館長の後任を選出するプロセスに対して住民から、公募要件を作成
する段階でコミュニティの意見が求められていないなどと批判された［5］。
Oak Lawn 公共図書館（イリノイ州）の図書館長である Casey は、「時間は
かかるとしても、図書館委員会と図書館員とのパートナーシップによる十分
な情報にもとづいて選出することが、早まった結論や誤った選択を回避する
最良の対策である」とし、書類選考や面接に図書館員が同席することや、別
の州で働いていた候補者の場合には、職員がその州立図書館や図書館協会に
問い合わせをするなどの情報収集の必要性を指摘する［6］。また、
Minneapolis 公共図書館（ミネソタ州）の図書館委員会は、給与の額を理由
に候補者 2 名から辞退されたため、州法による給与規定が「全国的な人材市
場で競争することを難しくしている」として、議会や行政当局に対して図書
館長の給与の増額を求めている［7］［8］。一方で、同図書館委員会は、資金
獲得やアウトリーチサービスに関する能力を備えた多くの候補者から選出で
きるように、図書館学の修士号（MLS）の公募要件を削除することを勧告し、
市議会での承認を得ている［8］［9］。 
 現職の図書館長に対する判断が求められる場合もある。例えば、
Atlanta-Fulton 公共図書館（ジョージア州）では、図書館委員会が委託した
コンサルタントによる調査報告書において、職員の図書館長に対する不信感
や、図書館長のマイクロマネジメント（強い干渉や監督を伴う経営）等が指
摘されたことにより、人事面での館長の決定権限を強化するとともに、図書
館長に対して管理者職者研修や感受性訓練を受けることを命じた［10］。
Hasbrouck Heights 公共図書館（ニュージャージー州）では、警察から利用
者の貸出記録の提出を求められた際に、州法に基づいて捜査令状を要求した
図書館長の判断に対して、行政官や一部の図書館委員から「故意に捜査を妨
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害した」「事件の深刻さを踏まえると判断ミスであった」という批判があり、
館長の懲戒に関する非公開の協議を行うことになった［11］［12］。Tomah
公共図書館（ウィスコンシン州）では、図書館長が所定期間内に図書館学の
修士号（MLS）を取得できなかったために図書館に対する助成金が全額削減
されるという事態に対して、図書館長の留任と学位取得までの期間の延長、
及び、助成金の部分的な削減を認めた［13］。 
 図書館長の解雇については、図書館員との対立や、施設やプロジェクトに
関する図書館委員会との見解の相違を理由として、再雇用契約をしないこと
を決定した Minneapolis 公共図書館（ミネソタ州）［14］や、図書館委員会
の支持を得られずに図書館長自らが辞職した Rockford 公共図書館（イリノ
イ州）［15］などの事例がある。また、Homested Carnegie 図書館（ペンシ
ルベニア州）では、財政難を理由として、図書館長を一時的に解雇する措置
を取った［16］。図書館委員会による解雇の意思決定に対して、住民が反対
の意思表示をする場合もある。例えば Boston 公共図書館では、現職の図書
館長との契約更新をしないことを決定する会議室に、当該館長の実績を支持
する住民が集まった［17］。また、Lincolnwood 公共図書館（イリノイ州）
の利用者は、解雇された図書館長の復帰を求める陳情書を図書館委員会宛に
提出し、それが否決されると、次期図書館委員長の選出において、現職の委
員長に対抗する候補者を立てることを表明した［18］。Gwinnet County 公共
図書館では、貸し出し型図書館を目ざす経営戦略を展開した、在任 15 年の
図書館長の解雇を決定する会議の場に、200 名以上の住民が抗議のために集
まった［19］［20］。 
これらの事例を通して、図書館長の人事に関する決定では、（1）選出と解
雇に関しては、一般住民からも注目されていること、また、（2）選出プロセ
スや給与など、より適切な人物を雇用するための条件整備にも関与している
こと、（3）現職館長の業務に関して発生した様々な問題への具体的な対応を
していること、などの状況が把握される。 
 
（２）財政 
 財政面については、前年度の削減分を復活した Akron-Summit County 公
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共図書館（オハイオ州）［21］、逆に、予算の削減に同意した Providence 公
共図書館（ロードアイランド州）［22］など、厳しい財政状況のもとでの意
思決定が行われている。また、友の会の終身メンバーから遺贈された資金の
使途の検討（Pickaway County District 公共図書館（オハイオ州））［23］や、
税収による図書館基金の設立（Evanston 公共図書館（イリノイ州））［24］、
市外の図書館未設置地域の住民に対するサービス提供に関する資金面での郡
との協議（San Antonio 公共図書館（テキサス州））［25］、市外居住者に対
する貸し出しカード発行の無料化（Tacoma 公共図書館（ワシントン州））［26］
など、随時発生する様々な課題に対する意思決定を行っている。この他、
Jackson-Madison County 図書館（テネシー州）では、裁判所が図書館の民
間委託に関する決定権限を図書館委員会に認めたことにより、図書館の運営
費用の最適化（給与の削減）のために、民間２社とこれまでの図書館の管理
部門との間で競争入札を実施することを決定した［27］。 
 
（３）図書館計画 
 Jacksonville 公共図書館（フロリダ州）では、図書館長の支援や市長との
連携のもとに、図書館運営やサービスの今後のあり方をまとめた５カ年計画
の策定に関わっており［28］、Fairfax County 公共図書館（バージニア州）
では、図書館学の修士号等の資格を要件としないサービス担当職員の配置が
盛り込まれた計画の実施を、一時的に休止することを決定した［29］。 
 施設計画に関しては、予算に関する４種類のシナリオを作成し、そのうち
２種類に複数の分館の閉鎖計画が含まれている Mineapolis 公共図書館（ミ
ネソタ州）［30］、26 分館のうち 4 館を閉鎖するという図書館長の提案を承
認した Boston 公共図書館（マサチューセッツ州）［31］など、厳しい財政状
況を背景とした運営予算の削減により、分館を閉鎖する決定を行っている。
Erie 郡（ニューヨーク州）では、設備、アクセシビリティ、活動状況など
19 の指標を用いて各分館を総合評価した結果、全 52 館のうち 24 館を閉鎖
しなければならないと判断したが、郡の南西部には図書館がなくなってしま
うことへの配慮や、住民からの見直し要求、財源の確保などにより 16 館を
閉鎖することにした［32］。市と州からの補助金により運営されていた私立
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図書館の Providence 公共図書館（ロードアイランド州）では、分館９館の
うち５館の閉鎖を検討していたが、９館全てを市に移譲することにより存続
させることを承認した［33］［34］。 
 
（４）資料提供の自由 
 図書館資料や情報の「提供の自由」に関わる決定も行っている。例えば、
Evanston 公共図書館（イリノイ州））では、強盗が拳銃を発砲している描写
のある絵本を書架から撤去するか、あるいは、表紙にそうした場面が描写さ
れていない新しい版の差し替えを求める住民からの要求に対して、これを拒
否する決定をした［35］。また、Nampa 公共図書館（アイダホ州）では、性
に関連の深い図書の取り扱いについて、未成年への影響を考慮した利用制限
を解除し、通常の貸出を認めることを承認した［36］。さらに、Berkeley 公
共図書館（カリフォルニア州）や South Carolina 州立図書館（サウスカロ
ライナ州）では、国や州による補助金を伴うインターネット端末へのフィル
タリングソフトの導入推進政策に対して、これを導入しないと決定した［37］
［38］。 
 
（５）利用者の問題行動への対応 
一部の（約 50 名程度の）中学生が、他の利用者や職員の邪魔をしている
事態への対応として、放課後の時間帯（午後 2 時 45 分から 5 時まで）の閉
館を決定したものの、地域からの、また全国的な非難を受けて、後日その決
定を取り消すことにした Maplewood Memorial 図書館（ニュージャージー州）
［39］や、来館者による飲酒やドラックの使用、暴力団への勧誘や脅迫的な
行為に対する住民からの非難に対応するために、特別委員会を設置した
Hartford 公共図書館（コネチカット州）［40］など、利用者の問題行動の対
応に関わる決定をしている。 
 
４．おわりに 
 
 図書館関連雑誌に掲載された記事にもとづく調査により、近年の図書館委
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員会においては少なくとも、（1）図書館長の選出・解雇、及び、現職館長の
業務に関する問題への対応、（2）図書館予算、及び、資金に関する諸々の課
題への対応、（3）図書館計画の策定や実施、分館の閉鎖、（4）図書館資料・
情報の「提供の自由」に関わる判断、（5）利用者の問題行動への対応、に関
する意思決定を行っていることが明らかになった。さらに、館長の選出・解
雇や分館の閉鎖に関する事例からは、その意思決定に一般住民の意向との緊
張関係があることが分かる。また、現職館長の業務、資金、資料・情報の「提
供の自由」に関する意思決定では、個別の状況に応じた判断が要請されてい
る。いずれにしても、住民から選出された委員により構成された図書館委員
会が、図書館運営の重責を担っている。 
 本稿では図書館委員会について、その意思決定権限という観点から「何を
決定しているのか」の一端を明らかにしたことになる。今後の課題として、
「誰が」「どのように」決定しているかを明らかにすることがある。 
「誰が」に関して、アーンスタインの参加の 8 階梯では“参加の階梯の上
位の段階に位置づけられている市民が計画主体としての力をどの程度備えて
いるかという考察は捨象されている”とする早田の指摘 9)［p.212］は示唆的で
ある。制度化された権限のもとで合理的・正統的な意思決定を行うために、
どのような属性の住民が委員として選出されているのかという状況把握と、
どのような能力が求められるのかという理念的な観点からの検討が必要であ
る。併せて、州議会が委員の人数削減や任命手順の変更を決定した
Atlanta-Fulton 公共図書館システム（ジョージア州）15) や、市長や区長によ
り解雇された委員が復帰を求める民事訴訟で敗訴した Queens 地区公共図書
館（ニューヨーク州）16) などの事例からは、委員の選出や解雇に関するプロ
セスについても、着目する必要があると言える。 
「どのように」に関しては、図書館長との関係がある。小規模図書館の運営
のあり方を追究するPearlmutterとNelsonは、図書館長と図書館委員会は、
それぞれの異なる役割や責任をお互いが理解し尊重しあうことが必要である
と指摘したうえで、図書館長は図書館委員会に対して、簡明で時機にかなっ
た情報提供や、会議の場における発言を促すこと（但し、強制はしないこと）、
新任委員への適切な情報提供や施設案内、議題に関する委員長との事前の協
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議等を行うべきであるとし、会議に遅れる、会議の準備をしていない、頭文
字で省略した専門用語で話す、予定外の提案を持ち出すなどの行為を戒めて
いる 17)。図書館長がどのように図書館委員会の意思決定を支援しているのか、
「素人統制の思想」の観点からの検討が必要である。また、行政や議会、一
般住民、友の会等の、図書館に関わる利害関係者との関係に着目することも
必要である。 
 最後に、図書館運営を郡政府の一部門が担い、図書館委員会は諮問的な役
割を果たす組織として位置付けられることになった Knox 郡（テネシー州）
や 18)、州内全ての図書館の運営を地方政府が直接担うものとする法案が州議
会で検討されている（可決した場合には、図書館委員会の機能は勧告にとど
まることになる）ネブラスカ州の状況 19) もあることから、図書館委員会の
今後の位置づけについても注視していく必要があると考える。 
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